
議案第１７号 

 

 令和元年度瑞穂町一般会計補正予算（第５号） 

 

 令和元年度瑞穂町一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５８７，８９６千円を減額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６，５８２，３２３千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表継続費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

  令和２年３月２日提出 

 

                     瑞穂町長   杉 浦 裕 之 









変 更

変 更

千円 千円

5,885
令和元年度 0

令和2年度 10,000 令和2年度

２ 総務費 １ 総務費 公共交通検討事
業 10,000

令和元年度 0

千円

 第２表 継続費補正

款 項 事業名
補正前 補正後

年度 年割額

千円 千円 千円

総額 年度 年割額 総額

２ 災害対策費 防災行政無線デ
ジタル化整備事
業

272,517
令和元年度 105,103

令和2年度 167,414 令和2年度 212,658
262,658

令和元年度 50,000

 第３表 地方債補正

366,776 令和3年度 600,473

８ 消防費

起債の
目的

補正前 補正後

限度額
起債の
方法

利率 償還の方法 限度額
起債の
方法

償還の方法

新庁舎
建設事
業債

1,442,600

証書借入

又は

証券発行

2.0％以内
 (ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率)

借入のときか
ら措置期間を
含め25年以内
に元金均等又
は元利均等償
還する。
ただし、町財
政の都合によ
り償還年限を
短縮し、又は
低利債に借換
えすることが
できる。

1,439,000

９ 教育費 図書館改修事業

649,680

令和元年度 0

令和2年度 282,904

令和3年度

５ 社会教育費

借入のときか
ら措置期間を
含め25年以内
に元金均等又
は元利均等償
還する。
ただし、町財
政の都合によ
り償還年限を
短縮し、又は
低利債に借換
えすることが
できる。

734,168

令和元年度 0

利率

証書借入

又は

証券発行

2.0％以内
 (ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率)

5,885

令和2年度 133,695

－  5  －

















































































































２ 一 般 職

（１） 総 括

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 

の 内 訳
補正後 20,960 26,531 85,752

通 勤

手 当

千円

8,825

10,199

△ 1,374

12,910

△ 440

期末・
勤 勉
手 当

千円

362,658

377,925

△ 15,267

千円

住 居

手 当

千円

3,595

△ 25,652

退 職
手 当
負担金

職員手当 △ 25,652
  扶養手当、管理職手当
 地域手当、超過勤務手当
 通勤手当、住居手当等

区  分 職員数
給      与      費

共 済 費 合  計

区 分
扶 養

手 当

管理職

手 当

地 域

手 当

超 過
勤 務
手 当

 人 千円 千円 千円 千円

比  較

報  酬 給  料 職員手当 計

△ 2 △ 45,077 △ 25,652 △ 70,729 △ 2,697 △ 73,426

特殊
勤務
手当

特定任
期付職
員業績
手 当

備 考

793,351 750,830 1,544,181 273,881 1,818,062

千円 千円

補 正 前 210 838,428 776,482 1,614,910 276,578 1,891,488

補 正 後 208

職員手当 千円 千円 千円

1169,832

△ 4,203

4,800

△ 1,205

補正前 22,782 26,519 89,984 61,414

比 較 △ 1,822 12 △ 4,232 2,879

64,293

児 童

手 当

千円 千円

12,470

116

千円

165,629116

千円

1

区  分 増 減 額 増減事由別内訳 説     明 備     考

千円

給  料 △ 45,077 △ 45,077 職員構成の変動等に伴う減 その他の減分

千円 千円

△ 45,077

 その他の増減分 △ 25,652
 職員構成の変動等に伴う増
 減

－  61  －



（３） 給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与 イ 初任給（令和２年１月１日現在）

円 円

円 円 円 円

42 歳 5 月 58 歳 0 月 円 円

円 円

円 円

42 歳 9 月 57 歳 0 月

ウ 級別職員数

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

（級別の標準的な職務内容） （令和2年1月1日現在）

  部長の職務

  課長の職務

  係長の職務

  主任の職務

  主事の職務

  技能主任の職務

  技能主事の職務

令和2年1月1日

区         分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
区   分

町 国

平均給料月額 328,082 339,300 一般行政職

総合職 186,700

平成31年1月1日
平均給料月額

382,530

現    在 平均年齢

一般行政職

平均給与月額 386,398 高 校 卒 145,600 150,600

大 学 卒 183,700

328,922 339,300

現    在 平均年齢

平均給与月額 386,847 382,530

11.3

6 2.9 ５ 級

175 100.0

４ 級

現    在 ３ 級

一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

級 職員数 構成比 級
区       分

職員数 構成比

51 25.0 ３ 級

２ 級

令和2年1月1日 ４ 級 23

５ 級

36.8 ２ 級

計 1 100.0

2.9 ５ 級

24.5 ３ 級

４ 級 22 10.8 ４ 級

現    在 ３ 級 50

５ 級 6

計

１ 級 49 １ 級24.0

２ 級

平成31年1月1日

204 100.0

労
務
職

技
 
能

２ 級

１ 級

３ 級

２ 級

１ 級

一
般
行
政
職

５ 級

４ 級

1 100.0

50

計

区  分 職   務   内   容

1 100.0

204 100.0 計

１ 級 24.5 １ 級

２ 級 76 37.3
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エ 期末手当・勤勉手当

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和２年１月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

カ 地域手当（令和２年１月１日現在） キ 特殊勤務手当

全 域

％ ％ ％

人 ％ ％

地域区分により

～ 0 ％

ク その他の手当（令和２年１月１日現在）

 配偶者 6,000円（4級職員 3,000円）  配偶者 6,500円

 子 9,000円  子 10,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末  満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

 までの子 1人につき 4,000円を加算  1人につき 5,000円を加算

 父母等 6,000円（4級職員 3,000円）   父母等 6,500円

 

 当該年度末35歳未満の世帯主等で借家人 

 15,000円  借家家賃区分に応じて 27,000円まで

 交通機関使用者 55,000円まで  交通機関使用者 55,000円まで

 交通用具使用者 7,400円まで  交通用具使用者 31,600円まで

備  考

有

区  分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率
職制上の段階職務の

６月 １２月 ３月 級等による加算措置

有

2.15 月分補 正 前

4.65 月分

4.50 月分月分 2.275

補 正 後 2.15 月分 2.25 月分 0.25 月分

2.20 月分 0.25 月分 4.60 月分

国の制度

加 算 措 置 等
区  分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

そ の 他 の
備  考

月分 有2.225

43.00

一般行政職

(支給率等)

定年前早期退職特例措置23.00 30.50 43.00
支給率等

国の制度

（２％～２０％加算）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（ 支 給 率 ） 20.0 手 当 の 名 称

支給対象職員数 206

（２％～４５％加算）

区      分 全 職 種

支 給 率 10.0 0.01給料総額に対する比率 0.01

11.1 11.2

国 の 制 度 代 表 的 な 特 殊 勤 務
 滞納整理及び処分手当、災害出動手当

国

扶 養 手 当 月 額

通 勤 手 当 月 額

住 居 手 当 月 額

区   分 町

－  63  －



変 更

2 災害対

 策費

5 社会

 教育費

1 総務

 管理費

18.216,095 133,6952年度 133,695 117,600

図書館改修
事業

元年度

734,168 100.0計 734,168 681,362 52,806

600,473 81.8563,762 36,7113年度 600,473

令和

9 教育費

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

全   体   計   画 前前年度

末までの

支出額

前年度

末まで

の支出

（見込）

額

当該年

度支出

予定額

当該年

度末ま

での支

出予定

額

翌年度

以降支

出予定

額

継続費

の総額

に対す

る進捗

率

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般
財 源国 都

支出金
地方債

千円

その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％千円 千円

令和

8 消防費 元年度 50,000 47,130 2,870 50,000 50,000 19.0

11,838 212,658 81.02年度 212,658 200,820

防災行政
無線デジ
タル化整
備事業

14,708 50,000 50,000 212,658 100.0計 262,658 247,950

令和

2 総務費 公共交通
検討事業

元年度

2年度 5,885 5,800 85 5,885 100.0

計 5,885 5,800 85 5,885 100.0

－  64  －



千円 千円 千円 千円 千円

 1 普通債 748,933 1,016,319 1,439,000 101,981 2,353,338

 （1）総    務 262,477 612,720 1,439,000 27,909 2,023,811

 （2）民    生 70,560 65,210 5,441 59,769

 （3）土    木 321,322 249,295 63,096 186,199

 （4）教    育 94,574 89,094 5,535 83,559

 2 その他 1,908,973 1,687,332 209,367 1,477,965

 （1）減税補てん債 183,951 138,841 31,908 106,933

 （2）臨時財政対策債 1,725,022 1,548,491 177,459 1,371,032

合   計 2,657,906 2,703,651 1,439,000 311,348 3,831,303

                   地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

                   当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区    分
前前年度末
現 在 高

前年度末
現 在 高

当該年度中増減見込み

当該年度末
現在高見込額当該年度中

起債見込額
当該年度中元
金償還見込額

－  65  －


